賃貸借契約書

　寄居町（以下「賃借人」という。）と、○○○（以下「賃貸人」という。）　は、自動体外式除細動器（AED）の賃貸借に関し、次の条項により契約を締結する。

　（目的）
第１条　賃貸人は、第２条記載の物件（以下「物件」という。）を賃借人に賃貸し、賃借人はこれを賃借する。

　（物件及び設置場所）
第２条　物件の明細及び設置場所は、以下のとおりとする。
1. 　物件明細
自動体外式除細動器　〇〇台　　　 内訳別紙仕様書のとおり
1. 　物件設置場所
　別紙仕様書のとおり

　　（契約保証金）
第３条　契約保証金は免除とする。

（契約期間及び賃貸借期間）
[bookmark: _GoBack]第４条　契約期間は、令和８年　　月　　日から令和１３年１１月３０日までとする（地方自治法（昭和２２年度法律第６７号）第２３４条の３に基づく長期継続契約）。
２　賃貸借期間は、令和８年１２月１日から令和１３年１１月３０日までとする。
　
（賃貸借料及び消費税額等）
第５条　賃貸借料（保守料を含む）及び消費税額等は、以下のとおりとする。
　　　　　賃貸借料　　５年間総額　　　　　　　　　　　円
　　　（うち消費税及び地方消費税額　　　　　　　　　　　円）
月額　　　　　　　　　　　円
　　　（うち消費税及び地方消費税額　　　　　　　　　　　円）
２　消費税額等はこの契約の成立日の税率により計算したものであり、消費税額等が増額された場合には、賃借人は賃貸人の請求により、直ちにその増額分を賃貸人に支払うものとする。

（賃貸借料及び消費税額等の支払）
第６条　賃借人は、賃貸借料及び消費税額等を毎月ごとに支払うものとする。
２　賃貸人は賃貸借料について請求書により請求を行うものとし、賃借人は賃貸人の適法な支払い請求書を受理した日から３０日以内に、賃貸人にこれを支払うものとする。
３　賃借人は、前項に規定する日までに賃借料を支払わない場合は、その日の翌日から支払いをする日までの日数に応じ、当該賃貸借料に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息を支払うものとする。ただし、遅延利息の総額が１００円に満たないときは賃借人はこれを支払うことを要しないものとし、その額に１００円に満たない端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

（物件の引渡し）
第７条　賃貸人は物件について、賃借人の立ち会いを求めて引渡すものとする。

（物件の管理並びに保全）
第８条　賃借人は物件を本来の用法に従い使用し、善良なる管理者の注意をもって維持管理するものとする。
２　賃借人の不注意により物件が損傷した場合は、賃借人の負担において、修理するものとする。

　（契約不適合責任）
第９条　賃借人は、この物件の種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、賃貸人に対し物件の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。

（物件の現状変更）
第１０条　賃借人は物件について次の行為をするときは、あらかじめ賃貸人の書面による承諾を得るものとする。但し、賃貸人がその必要がないと認めたものについては、この限りではない。
⑴　物件に装置・部品・付属品を付着し、または物件から取り外しもしくは、それらを取り替えること。
⑵　物件を他の物件に付置させること。
⑶　物件を他の場所に移動すること。

　（物件の事故処理）
第１１条　物件について、盗難・滅失・損傷等の事故が発生し、賃貸人の所有権が回復する見込みがない場合、または修理不能の場合、賃借人は賃貸人に確認を求め、この契約を終了することができる。この場合の損害等については、賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。
２　物件自体に起因した事故が発生し、修理不能の場合、賃借人は賃貸人に確認を求め、この契約を終了することができる。この場合の損害等については、賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。

（保険）
第１２条　賃貸人は物件に対し、賃貸人を被保険者とする動産総合保険契約を付するものとする。この場合の費用は全て賃貸人の負担とする。ただし、賃貸人において動産総合保険契約と同等の保障を付し、これを賃借人が承諾した場合はこの限りでない。

（保守条件等）
第１３条　賃貸人は、物件据付及び物件に関する一切の設定について履行する責務を有する。
２　契約期間中に定期交換が必要となる消耗品及び物件を使用した場合の消耗品の供給を賃貸人の費用負担により行うものとする。

（契約解除）
第１４条　賃借人又は賃貸人は、相手方が正当な理由なくして本契約の条項に違反した時は、文書をもって通告し、本契約を解除することができる。
２　前項の場合の損害賠償金等については、必要に応じ賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。

　（返還）
第１５条　本契約が終了した場合、賃貸人は賃貸人の費用負担と責任ですみやかに物件を賃借人の指定場所から引き取るものとする。賃借人が必要と認めた物件については、賃貸人の負担と責任でインストールされているデータ・ソフトウエア等の情報を消去する。
２　本契約が第１４条１項の規定により解除された場合、賃借人はすみやかに物件を賃貸人に返還するものとする。尚、返還に伴う費用は、原因者の負担とする。

（法令遵守）
第１６条　賃貸人は、前条による物件の引渡しを受けた後は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき所有者として負担する一切の責任を負うものとする。
（長期継続契約）
第１７条　本契約は、地方自治法第２３４条の３の規定による長期継続契約であるため､本契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において､当該契約に係る賃借人の歳出予算において減額又は削除があった場合､賃借人は､本契約を変更し､又は解除することができる。
２　前号の規定により本契約が変更し､又は解除された場合において､賃貸人に損害が生じたときは、賃借人は､賃貸人に対して損害賠償の責めを負う。この場合における賠償金等については、賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。

（疑義の決定）
第１８条　本契約に定めのない事項については、必要に応じ賃借人と賃貸人で協議して定めるものとする。


上記契約の証として、本書２通を作成し、賃借人、賃貸人及び納入業者が記名押印のうえ、各自１通を保有する。


　令和８年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　       　埼玉県大里郡寄居町大字寄居１１８０番地１
賃借人　　寄居町
寄居町長　　峯岸　克明


                            
賃貸人		



